
７ 小規模事業所調査 

 

小 規 模 事 業 所 調 査 の 概 要 

 

 

１ 目的 

  企業規模30人以上100人未満の企業に勤務する常用労働者の給与改定や給与制度の状

況について調査を実施することで、小規模企業の実態を把握する。 

 

 

２ 調査対象企業 

 (1) 地 域 

    県 内 

 

  (2) 企 業 

    企業規模 30 人以上 100 人未満の企業約 6,800 社のうち 1,500 社とする。 

 

 (3) 抽出方法 

    産業別に層化し、それぞれの企業数の割合により抽出する。 

 

 (4) 産 業 

    平成 17 年職種別民間給与実態調査と同様の 13 大産業とする。 

 

 

３ 調査項目 

  調査項目については、役職段階等の状況、採用の状況、給与の決定基準等の状況、給

与改定の状況、賞与の支給状況を調査する。 

 

 

４ 調査方法 

  郵送により各企業に調査票を送付し、記入済み調査票を郵送により回収する。 

 

 

５ 集計方法 

  単純集計及びクロス集計により行う。 

 

 

 

 



第２９表 小規模事業所調査実施結果（平成 18 年２月実施、企業規模 50 人以上）（抄） 

 

その１ 従業員の状況 

１社あたりの平均常用労働者数 １社あたりの平均事務・技術系労働者数 

６６.８人 ２６.９人 

（注） 集計企業（１８７社）の状況である。（以下の表について同じ。） 

 

その２ 役職段階の状況 

役職段階あり 

 

 
部長 次長 課長 課長代理 係長 主任 係員 

役職段階

なし 

   ％ 

９３.０ 

％ 

８０.７ 

   ％ 

４２.８ 

％

８６.６ 

   ％

２３.５ 

   ％

６９.０ 

   ％ 

６０.４ 

   ％ 

１７.６ 

   ％

７.０ 

（注）１ 事務・技術系従業員の状況である。   

  ２ 「役職段階あり」の役職区分は主なものである。 

 

その３ 基本給の決定基準等の状況 

給与額表なし 給与額表あり 

 基準あり 基準なし 

％ 

６１.０ 

％

３９.０ 

％

１７.１ 

％

２１.９ 

 

その４ 採用の状況 

採用あり 

 新規学卒者 新規学卒者以外 

採用なし 

 

                   ％ 

８１.８ 

                   ％

４６.５ 

                   ％

６３.１ 

                   ％

１８.２ 

（注）１ 平成１７年度の状況である。 

   ２ 「新規学卒者」及び「新規学卒者以外」は、複数回答である。  

 

その５ 募集方法の状況 

学校 職業安定所 新聞・求人雑誌等 親類・知人 その他 

       ％ 

４９.０ 

       ％ 

７１.２ 

       ％

５１.６ 

       ％ 

３９.２ 

       ％

１５.７ 

（注）１ その４で「採用あり」とする企業の状況である。 

   ２ 項目は、複数回答である。 

 

 

 


